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駅頭は小さなドラマの連続だ！ 

 
初当選以来6期２１年間毎日毎朝続ける東武鉄道の

市内６駅での朝の駅立ちは、通算４２００日を超え

ました。私の日々のツィッターのつぶやきから、転

載したものを含め、駅前の様々な市民との出会いや

何気ない駅前の風景、市民の日常を通した暮らしへ

の息遣いをエピソード集としてシリーズでお届け

しています。 
 

 

 

 

 
 

 

 

小中学校の体育館にエアコンを設置す

る契約議案を可決 

 
 本年も昨年同様

に猛烈な酷暑が襲

って来ているが、す

でに越谷市内の小

中学校の教室には

クーラーが設置さ

れ、児童、生徒や教

職員は勉強や遊び

に集中する空間が

確保されている。 

 今回は更に、教室

に続いて体育館や

中学校の武道場も

整備するため、工事等の契約議案が６月議会で

市長から提案され全会一致で可決された。 

 この整備計画は平成５年度から開始されて

おり、まず全体４２校の小学校のうち８校につ

いて工事請負費合計７億円余、監理委託料合計

２０００万円弱の事業費が投入された。 

 更に平成６年度は小学校の中で９校（荻島、

大沢、北越谷、桜井、桜井南、西方、川柳、蒲

生南）と中学校全体の１５校のうち８校（北陽、

武蔵野、栄進、大袋、中央、東、富士、光陽）。 

平成７年度は小学校１０校（新方、弥栄、大

袋、大袋東、鷺城、増林、東越谷、越ヶ谷、南

越谷、明正）と中学校７校（平方、千間台、北、

新栄、西、大相模、南）が計画対象校だ。 

 特に体育館は、災害の避難所となっており、

本年元旦の能登半島地震に象徴されるように

益々近年災害対応の強化が求められている中、

その整備が急がれていた。 

 空調機器は、LPガス方式を採用して、防災設

備（災害用コンセント・災害用照明設備）も併

設して整備される。  （６月３日・月曜日）                 
（写真は整備された大袋北小学校）  

 
 

市民自治の原則は、市民が自己決定権を

確保すること 

 
 ６月定例市議会の一般質問一日目の最後６

番目の登壇者として一般質問「地方自治の確立

に向けた行政と地域と市民の責任とは」を中心

に市長に質問した。 

 質問通告書は以下の通り。 

 1 国と地方の関係性の在り方について 

 ① 地方分権一括法について 

 ② コロナ・災害等への対応について 

 ③ 第 33 次地方制度調査会の答申に対する

YouTube の白川ひでつぐ公式

チャンネルの登録者は２６６名

を超えました。引き続き配信を

継続していますので、これまで

のご協力に感謝し、更にご登録

をお願いします。 

Youtube 

 

Twitter Web サイト Spotify 



受け止め方について 

 （第１回目の質問） 

 地方分権の改革の始まりを「地方分権の推進

に関する国会決議」とすればすでに今日まで３

０年が経過しました。また２０００年の「地方

分権一括法」の制定から２４年目になります。

３０年前に比べ自治体の自主性、自立性が着実

に大きくなっているとの意見がある一方、コロ

ナ禍などの緊急時対応や DX 等において国の役

割を強化すべきとの主張があります。 

制定以来 13 次にわたる地方分権一括法が改

正されて来ました。第 1 次から第 13 次までの

地方分権一括法は、地域の自主性及び自立性を

高めるための改革を総合的に推進するため、国

から地方自治体又は都道府県から市町村への

事務・権限の移譲や、地方公共団体への義務付

け・枠付けの緩和等を行ったものです。 

そこで、第１に基礎自治体と国との関係性を

革命的に転換したと言われる「地方分権一括法」

について市長の答弁をお願いします。 

 第２に「コロナ禍・災害等の緊急事態への対

応」について、国と越谷市との連携の観点から

のご答弁をお願いします。 

 ２０２３年１２月に第３３次地方制度調査

会は「ポストコロナの経済社会に対応する地方

制度の在り方に関する答申」を岸田首相に提出

しました。 

 そこで第３に、この答申についての受け止め

方についてご答弁をお願いします。 

 この一般質問は、今議会に提案されていた市

民請願「地方自治法の改正について慎重かつ十

分な審議を求める意見書を政府に提出する」の

紹介議員となったこともあり、主旨を議員及び

市民が理解するため、改正の問題点と今後の自

治の方向性を共有化することを念頭に置いて

いた。残念ながらこの改正法は成立してしまっ

たが、政府は災害時や感染対策で、近年全国の

基礎自治体で十分な対応が取られていない、と

の口実で内閣が直接越谷市を含む自治体に「指

示権」を行使出来るようにする、と言うもの。 

 しかし、災害時や緊急事態に対して最も情報

や人的資源、地域ネットワークの核となってい

るのは基礎自治体である。 

 その基礎自治体は、状況の把握や最も必要な

支援策を熟知しているおり、刻々と変化する事

態に機敏に対応する役割と責任を災害時に留

まらず日常的に引き受けている。 

 この様な緊急事態に対して自治体に政府が

上から指示権を行使したら、現場が混乱し、二

次被害、三次被害が起きやすいことは、十分想

定される。 

 事実過去には、熊本地震の際、益城町の被災

者が避難所である体育館に集まったものの震

度７の地震は体育館の構造に大きな影響を及

ぼしていたため、避難者はその周辺で車やテン

トで避難生活を余儀なくされていた。 

この状況をマスコミが一斉に報道したため、

当時の河野防災大臣は、避難者を体育館に収容

するように直接熊本県知事に「指示」をした。 

しかし体育館の劣化を一番知っている知事

や町長はこれを断固拒否する中、余震が続き更

に震度７の地震に襲われ体育館の５ｍの鉄板

の梁や照明器具が落下した。 

もし河野大臣の指示通りに収容していたら

１０００人を超える避難者はどうなっていた

のだろうか。更にその時の責任は誰がとるのだ

ろうか。つまり日常的な市民の動向の把握は基

礎自治体の責務であり、政府の役割はこの様な

自治体への物的、財政的、人的支援等の後方支

援に撤すること以外にはなく、悪戯な指揮権の

行使は必要性も有効性も緊急性もないことを

強く主張したい。 
https://koshigaya.gijiroku.com/g07_Vide

o_View.asp?SrchID=1733（６月７日・金曜日） 

 

越谷市職員の給料は全国の自治体で

一番高いのか？ 

 
４月１日を基点とした国家公務員と地方公

務員の給料月額を比較したラスパイレス指数

が、越谷市は１０３，３と発表され、これは全

国でトップとなった。 

しかし、この指数の計算の対象となる項目が

現実の状況とは大きく違っている。 

ラスパイレス指数が高くなった要因は、①学

歴によらず有能な職員は上位の職位まで昇格

出来る人事運営である事。②初任給を国の基準

より高くしている事。③５５歳以上の職員の昇

給抑制制度が国と異なる事。 

そのため実際の職員の平均給料月額は、３１

３，６３４円（全国自治体１７２１団体中５５

４位）であり、中核市６２団体中４６位だ。 

また、さいたま市は３１８，８３９円、川越

市は３２１、４８９円、川口市は３１６，５２

４円となっており、この３市はいずれもラスパ

イレス指数は１００を超えている。 

        （６月１０日・月曜日） 


